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東京事務所定例研究会講演録（２０１９．１２．２３） 

月刊「Ｎｅｗ Ｆｉｎａｎｃｅ」新春１月号『特別企画』 

新たな金融環境に対応した金融行政の方向性について 

～決済及び金融仲介サービスの向上～ 

金融庁総合政策局長 森 田 宗 男 

金融庁では、「金融行政の実践と方針」を毎年公表しているところですが、本日は、その

進捗状況をも踏まえて、金融行政がどういう方向に進もうとしているのかについて説明させ

ていただきます。 

一、利用者を中心とした新時代の金融サービス 

令和元事務年度「金融行政の実践と方針」で進めようとしている内容ですが、まず一つ目

が「金融デジタライゼーション戦略の推進」ということで、イノベーションに向けたＦｉｎ

Ｔｅｃｈ等に関することが示されています。二つ目が「多様なニーズに応じた金融サービス

の向上」ということで、国民の安定的な資産形成等に関することが示され、三つ目が「金融

仲介機能の十分な発揮と金融システムの安定の確保」ということで、地域金融機関に関する

ことが示されています。 

この３点を大きな柱として推進していますが、さらに「世界共通の課題の解決への貢献と

国際的な当局間のネットワーク・協力の強化」という国際業務に関すること、そして「金融

当局・金融行政運営の改革」という金融庁自身の改革のことで、金融庁の組織改革のほか、

検査・監督の見直し、具体的には金融検査マニュアルの廃止に伴う検査・監督の態勢整備に

取り組むこととしています。 

従って、「金融育成庁」として、金融サービスの多様な利用者・受益者の視点に立った「３

+２」の取組みを推進し、より豊かな国民生活の実現を図っていきたいと考えています。 

二、金融デジタライゼーションの進展 

 近年は、生活面ではあらゆるモノ・コトがデジタル情報化し、ビジネス面では金融だけで

なく生産・流通・販売に至るまで、さらに行政においても隅々までデジタルが適用されるデ

ジタライゼーションが加速しています。特に、電子マネーの拡大や電子モール市場の情報を

活用した出店者向け融資が一般的になり、モバイル送金で相手の銀行口座を知らなくても無

料送金できたり、ホールセールとリテールの分野ではＡＩによるビックデータ解析を活用し

た融資が行われ、さらにはビットコイン等の仮想通貨の登場やリブラの動きなども注目され

ています。 
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このように金融を取り巻く環境は大きく変化しており、ＩＴを活かした決済等の金融サー

ビスを切り出し（アンバンドリング）、ｅコマース等の業務と部分的に組み合わせる（リバン

ドリング）など、新しいプレーヤーが金融分野に進出してきています。また、情報の蓄積・

分析が量・質ともに飛躍的に増加・向上し、情報の利活用が進展することにより、ビジネス

も革新的に変わる可能性があると思います。 

（１）デジタライゼーションの進展による変化 

 これまでは、限られた顧客情報を蓄積しても、データ量やその活用に限りがあるため、富

裕層と大企業向け以外のテーラーメイドはコストに合いませんので、供給側の論理によるい

くつかのマス定型商品を作って提供するという、いわゆるＢtoＣ型のビジネスモデルが一般

的だったと思います。 

 しかしながら、生活のデジタル化が進むとともに、顧客のライフログが自動的に蓄積され

たり、ＡＩによるビックデータの解析・学習が可能になれば、将来的には、深度ある顧客情

報の蓄積が進み、テーラーメイドのマス化が可能になると思います。これは、カスタマー・

エクスペリエンス（Customer Experience）と言われるものですが、顧客側からの情報発信を

丁寧に拾い上げて、商品やサービスをテーラーメイドのマス化をして提供することにより、

共通価値の創造が可能となり、いわゆるＣtoＢ型のビジネスモデルが一般的になるのではな

いかと考えています。 

（２）新たな価値の創造 

 そうすると、供給側の論理によるマス定型商品を従来の販売網で販売するというよりは、

顧客情報に根ざしたきめ細かな対応ができるようになるわけです。つまり、金融サービスと

非金融サービスを組み合わせて、アンバンドルとかリバンドルしながらサービスを提供する

ことが可能になるということです。 

今までは、入口審査を中心として、情報の非対称性やモラルハザードのため、狭い範囲の

顧客に高い金利・保険料・手数料でサービスを提供していたものから、今後は、事後モニタ

リングの活用により情報の非対称性やモラルハザードを克服して、広い範囲の顧客に薄利多

売でサービスを提供することが可能になりますし、生活や経営改善のためのインセンティブ

やアドバイスもきめ細かく提供することができると考えています。 

（３）新たなサービスの担い手 

 このような変化が進んでくると、従来は、店舗網・システム・バランスシートなど資本集

約型の生産要素が力の源泉でしたが、スマホやブロックチェーンによる分散化・代替・低廉

化の動きを経て、かつての力の源泉が土管化・レガシーアセット化してしまうこともあり得

ます。あるいは、包括的な品揃えによる総合採算でフルラインの商品・サービスを提供する

ものから、アンバンドリングによる価格破壊が進んで異業種が金融業に参入することによ

り、いろいろあるフルラインの中から儲かるものだけを取り出して、商品・サービスを提供

していくモノライン業者が出てくるのではないかと考えています。 
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（４）新しいネットワークの姿 

 従来の金融システムのネットワークの姿は、金融機関がハブの中心になって顧客と顧客を

結び付ける「金融機関ハブ型」の形だったと思いますが、この場合、監督当局としては金融

機関を監督することで足りていたわけです。今後の金融システムのネットワークの姿は、Ｆ

ｉｎＴｅｃｈ等の進展により金融・非金融のリバンドリングが広がれば、顧客とのインター

フェイスを担う企業が顧客ニーズに沿ってサービスを組み合わせて提供するという「インタ

ーフェイス企業中心型」が合理的であり、さらにはブロックチェーン技術による分散処理等

が進展すれば、顧客が直接取引所に参加する「取引所型」やルール設定等を担う仲介役の下

で顧客同士が直接取引を行う「分散型」といった形でサービスが提供されるようになると思

われます。そうなると、当局としても今後どのように金融の安定化や利用者保護を図ってい

くのかがチャレンジになると思いますし、また、金融機関としても「分散型」の中で、どの

ように自身を位置付けていくのかがチャレンジになるのではないかと思っています。 

（５）当局の考え方 

 そうした中で金融庁として何をしていくかということですが、大きく分けて３点あると思

っています。まず１点目は、ＦｉｎＴｅｃｈといった技術革新が進展しますので、顧客に対

するよりよいサービスの提供につなげていくために、前広な環境整備や障害除去を行うとい

う役割があります。 

２点目は、繰り返しになりますが、新しい金融商品・サービスの提供のことを考えると、

金融システムのネットワークの姿が変わってきますので、タイムリーかつ過不足のない弊害

防止策を講じたうえで、今後どのように金融の安定化や利用者保護を図っていくのかという

課題を克服する必要があります。さらに３点目は、これまで強みだった店舗網や資本集約型

の生産要素がレガシーアセット化していくことになれば、まさにレガシーアセットを抱えな

がら新しい時代に対応せざるをえない金融機関に対し、フォワードルッキングな経営判断に

基づく処理をどのように慫慂していけばよいのかという課題があります。 

いずれにしても、最終的には、「経済の持続的な成長と安定的な資産形成を通じた国民の厚

生の増大」への寄与を基準に判断していくことになると思います。 

（６）金融デジタライゼーション戦略の推進 

 令和元事務年度「金融行政の実践と方針」のトップ項目に掲げている「金融デジタライゼ

ーション戦略の推進」については、重点５分野の新たな取組みを考えています。 

①データ戦略の推進 

  金融機関は質の高い顧客データを有していますが、そうしたデータの利活用を促進し

て、新しいビジネスやサービスの提供につなげていくことを推進したいと考えています。

令和元年６月に法改正が行われ、銀行の情報をマネタイズすることが認められましたの

で、情報銀行の活用も含めた金融機関の取組みを促進していきます。また、令和元年１月
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に開催された世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）で安倍総理がデータ・フリー・

フロー・ウィズ・トラスト（Data Free Flow with Trust）を提唱されましたので、トラス

トの部分は利用者保護としても重要ですので、この点についても検討していきたいと思い

ます。 

 ②イノベーションに向けたチャレンジの促進 

  新たな顧客向けのより良い金融サービスの提供ということで、これを後押しするため

に、昨年よりＦｉｎＴｅｃｈ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＨｕｂやＦｉｎＴｅｃｈサポート

デスクを立ち上げています。まさに、新たな金融サービスの創出を目指す際に、法令解釈

等の問題が生じるわけですが、そうした時にサポートしていくということです。通例であ

れば、金融庁に法令解釈を求めた場合、早くても 1ヵ月を要し、２ヵ月、３ヵ月かかるこ

ともあるわけですが、ＦｉｎＴｅｃｈサポートデスクに照会していただければ、とりあえ

ず５営業日以内に何らかのレスポンスをすることとしています。これまでの統計では、だ

いだい５営業日以内に回答するという目標は達せられているようです。 

なお、このＦｉｎＴｅｃｈ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ ＨｕｂやＦｉｎＴｅｃｈサポート

デスクについては、異業種から金融業に参入する多様なプレーヤーを助けるための仕組み

だと思われがちですが、当局としてはそんなつもりはなく、既存の金融機関の皆さんにも

使っていただくことを歓迎しています。 

③機能別・横断的法制の整備 

  デジタライゼーションに伴う金融サービスの変容に対応するため、機能・リスクに応じ

た金融法制を整備したいと考えています。具体的には後述しますが、決済分野の横断化・

柔構造化や横断的な金融サービス仲介法制の実現を目指しています。 

これは、一言で言えば、現状では業法が縦割りになっていますが、決済の分野を中心に

新たな参入の動きなどがありますので、こうした縦割りの業法を打破して、より良い金融

サービスを提供するためには、どのような制度改正が必要かを検討するということです。 

 ④金融行政・金融インフラの整備 

  民間の方々は効率性を増すために、例えば、ペーパーレス化を推進していると思います

が、役所に提出する書類が紙ベースになっていると、せっかくの取組みをくじくことにな

りますので、効率的な行政・デジタライゼーションの基盤を整備する必要があります。そ

こで、ＲｅｇＴｅｃｈ／ＳｕｐＴｅｃｈといったエコシステムの具体化に向けた取組みを

開始したところです。 

 ⑤グローバルな課題への対応 

  サイバーセキュリティへの対応やブロックチェーンなど最新技術の動向把握に取り組み

ます。例えば、繰り返しになりますが、今までの金融サービスでは中心的に管理する人が

いましたから、当局としてはそこを監督すれば足りていたわけですが、分散型の金融シス
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テムではそういう中心的な人がいないわけです。この場合、どのようにガバナンスを効か

せたらよいのかについて議論をするため、令和２年３月、有識者、技術者、当局関係者な

どがメンバーとなってガバナンスフォーラムを開催することとしています。 

  また、暗号資産に関連した新たな構想の出現を踏まえた対応ですが、これは典型的には

フェイスブックのリブラなどを念頭に置いています。とりあえず、リブラは各国当局の懸

念がグローバルに払拭されるまでは参入を許さないという方向性をＧ２０で表明したわけで

すが、同時に中央銀行のデジタルカレンシーを出すという動きなどもありますので、そう

した点についての対応も検討を進めていかなければならないと考えています。 

（７）「決済法制」と「金融サービス仲介法制」 

 令和元事務年度において、デジタライゼーションに伴う金融サービスの変容に対応するた

め、二つの制度改正を考えています。一つが「決済分野の横断化・柔構造化」、もう一つが

「横断的な金融サービス仲介法制」ですが、機能・リスクに応じた金融法制の整備を図るこ

ととしています。 

①決済分野の横断化・柔構造化（決済法制） 

  主に資金移動業による送金に係る改正ですが、現状、資金移動業の法律上の定義は、「銀

行以外の主体が行う決済業務であって少額のもの」とされ、その少額の定義は政令で１００

万円以下と定められています。 

金融審議会において、利用者ニーズとして高額の送金需要も増えてきており、１００万円

の上限を緩和すべきではないかという意見がありました。他方、統計を見てみますと、資

金移動業の実際の使われ方は、ほとんどが１０万円とか５万円といった少額なものが多く、

金融システムの安定上それほど懸念がありませんので、そういった少額を取扱う事業者に

対しては規制緩和ができないかという意見もありました。特に、高額の資金移動業につい

ては、これはまさにホールセールの為替決済を認めるということであり、なおかつ預かっ

た余資を運用したり貸出に回したりすることになれば、それは銀行業そのものということ

になりかねないわけです。また、高額決済を行うとなると、金融システムの安定にも直結

してきますので、それらをどのように考えたらよいのかが焦点になりました。 

令和元年１２月２０日に公表された金融審議会「決済法制及び金融サービス仲介法制に関す

るワーキング・グループ」の報告書には、キャッシュレス時代の利用者ニーズに応え、利

便性が高く安心・安全な決済サービスを実現するため、柔軟かつ過不足のない規制を整備

すべきとされています。 

  資金移動業の中で、「高額」（１００万円超）送金を取り扱う事業者については、新しい類

型を創設して、従来の登録制から認可制へ少し厳しい規制に移行することとされました。

また、具体的な送金指図を伴わない資金の受入れを禁止することとされ、瞬間タッチで資

金を預かるのは構わないのですが、資金を滞留させてはいけないということになりまし

た。 
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  現行規制を前提に事業を行う事業者については、利用者資金残高が送金上限の１００万

円を超える場合、事業者が送金との関連性を確認し、無関係な場合は払出しをすることと

されました。要は、手許に資金を滞留させて余資運用をさせないようにしたということで

す。 

  少額（数万円程度）の送金を取り扱う事業者については、現状では利用者資金につい

て、供託等の保全を求めていますが、今回の規制緩和で、自己の財産と分別した預金での

管理を認めることとしました。ただし、監査はしっかり行うという条件付きの規制緩和に

なります。 

 ②金融サービス仲介法制 

  金融サービス仲介法制の整備については、スマホ等で投資信託や保険を買ったりするこ

とが、一人の登録仲介業者がワンストップで行うことができないかという問題意識があり

ました。例えば、現状では、銀行業務の代理は銀行代理業者または電子決済等代行業者、

投資信託等を買う場合は金融商品仲介業者、保険を買う場合は保険仲立人や保険募集人と

いうそれぞれの制度があり、それぞれが銀行や証券会社、保険会社に紐づけされていま

す。 

何か問題が起こらないように、親元の銀行や証券会社、保険会社が代理業者を指導・監

督することになっており、何か問題が発生した場合には監督責任は免れないという、いわ

ゆる所属性と指導性を確保することで利用者保護を図ってきたわけです。この所属性とか

指導性といったものを緩和することになりますので、利用者保護との兼ね合いでどういう

形で認めたらよいのかが課題になっていました。 

先述の金融審議会「決済法制及び金融サービス仲介法制に関するワーキング・グルー

プ」報告書には、多様な金融サービスの提供をワンストップで受けられる利便性の高い金

融仲介サービスを実現する観点から、このようなサービスを提供しようとする仲介業者に

適した業種を創設すべきとされました。 

新たな仲介業の創設ということで、業種毎の登録を受けずとも、一つの登録で銀行・証

券・保険全ての分野での仲介が可能になります。また、特定の金融機関への所属を求めず

に、業務上のパートナーとして金融機関と連携・協働する関係ということになります。従

って、これにより、金融機関は、仲介業者に指導等を行う業務や、仲介業者が顧客に加え

た損害を原則として賠償する責任を負わないことになりますので、指導性や所属性という

ものが緩和されることになるわけです。 

それでは利用者保護をどのように図るのかということですが、業務範囲は、銀行・証

券・保険分野の金融サービスのうち、仲介にあたって高度な説明を要しないと考えられる

ものの媒介に留まりますので、リスクの高い複雑な商品ではないものに限るということで

利用者保護が図れることになります。 

参入規制については、賠償資力の確保に資するよう、事業規模に応じた額の保証金の供

託等を義務付けています。従来は、何か問題があれば、親元の銀行や証券会社、保険会社
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が原則として賠償する責任を負っていましたが、そこを緩和しましたので、保証金の供託

等を義務付けたということです。 

行為規制としては、仲介する金融サービスの特性に応じて必要な規制を過不足なく適用

するアクティビティ・ベースの規制体系を志向しています。具体的には、ⓐ顧客資産の受

入れの禁止、ⓑ顧客情報の適正な取扱いの確保、ⓒ仲介業者の中立性の確保（手数料の開

示等）、ⓓ顧客に対する説明義務を課しています。 

 この「決済法制」と「金融サービス仲介法制」については、一本にまとめた上で次の通常

国会に提出・審議されることになっています。 

三、金融仲介機能の十分な発揮と金融システムの安定の確保 

（１）地域金融機関を巡る経営環境 

 地域金融機関を取り巻く環境の変化についてですが、都道府県別の生産年齢人口の減少率

（２０１６年～２０３０年）を見てみると、今後、日本の総人口が減少することが見込まれてお

り、特に生産年齢人口が減少していきます。その中でも、生産年齢人口が２０％以上減少する

地域が注目されています。一方、１０年国債利回りの推移を見てみると、日本やドイツはマイ

ナス金利に沈んでいる状況にあることはご存知のとおりです 

 地域銀行の決算の状況を見ると、コア業務純益は貸出利鞘の縮小から低下傾向で推移して

います。特に、２０１６年度から信用コストが増えてきて、それに引っ張られる形で当期純利益

も低下傾向にあります。信用コスト率は、リーマンショック後に金融円滑化法を適用したこ

とにより、過去の平均と比べて極めて低い水準で推移しており、引当金の戻り益で決算を支

えてきたわけですが、２０１７年度以降は信用コスト率が上昇していますので注視していく必要

があると思っています。また、地域銀行の有価証券保有高は約８０兆円（２０１９年３月末）あり

ますが、そのうち運用する国債・地方債の約４割が今後３年以内に償還を迎えることになっ

ています。これを借り換えという形で新たに国債・地方債に再投資しても、マイナス金利が

適用されていますので、ますます運用環境は厳しくなると思われます。 

 従って、今後とも、地域金融機関の経営体力やリスクコントロール能力に見合ったリスク

テイク等の観点も踏まえてモニタリングを行い、持続可能な収益性と将来にわたる健全性の

確保の観点から懸念がある場合には、早期警戒制度を活用し、早め早めの経営改善を促して

いくこととしています。 

（２）金融仲介機能の発揮状況 

 金融庁としては、地域金融機関には金融仲介機能を発揮していただき、顧客に向き合っ

て、顧客を再生させることや、顧客の業務を拡大させることを通じて、金融機関自身の営業

基盤の確立と持続的なビジネスモデルの確立をお願いしてきたところです。そうした取り組

み点がどれくらい現場で有効に刺さっているのか、金融機関の取組みの評価を把握するた

め、企業アンケート調査を行いました。 
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 平成３０年度の企業アンケート調査の結果によれば、「経営課題等を聞いてくれる」と回答し

た企業が８２％ありました。また、「フィードバック内容に納得感がある」と回答した企業は５

３％でしたが、この５３％の企業のうち、取引金融機関との取引継続を強く希望した企業が８

６％ありますので、金融機関の取組み努力が取引先企業にも伝わり、安定的な顧客基盤の確保

に寄与しているのではないかと考えています。 

 他方で、借手企業への「過去１年間について、取引金融機関の担当者は、貴社を訪問した

際、どのようなことをしてくれましたか」という質問をしました。企業側としては、経営改

善支援サービスの提案を受けたい、あるいは、人材の育成や確保について相談にのって欲し

いという要望も多いのですが、実際に提案を受けたサービスをみてみると、金融機関からは

資金繰りの相談や融資の提案を受けた企業が約６割と非常に多くなっていますので、その点

がまだミスマッチになっていると考えています。従って、金融機関には、企業ニーズのくみ

取りとこれに応じた各種サービスの提供が期待されるところです。 

（３）地域金融機関の対応と課題 

 地域金融機関は、安定した収益と将来にわたる健全性を確保し、金融仲介機能を十分に発

揮することによって、地域企業の生産性向上や地域経済の発展に貢献することが求められて

います。金融庁としては、持続可能なビジネスモデルの構築に向けた地域金融機関の経営の

あり方ということで、ＰＤＣＡをしっかり回していただくことをお願いしています。 

 そのため、まずは地域金融機関の経営者は確固たる経営理念を確立し、それに整合的な経

営戦略や経営計画を策定する必要があります。そして、経営陣は経営理念を現場に浸透さ

せ、本部はコスト・リターンのバランスの確保や営業店との連携強化を図ります。営業店に

おいては、顧客本位の営業を進め、経営戦略の着実な実行に努めます。Ｃｈｅｃｋでは、そ

の進み具合を社外取締役を交えた形で評価・進捗管理を行い、経営理念と実践の整合性をチ

ェックします。さらには、経営戦略の実践を阻害する要因を特定します。最後のＡｃｔｉｏ

ｎでは、そうした阻害要因に対する改善策の策定・実行をするというＰＤＣＡの実践を図る

ことが重要と考えています。 

 要は、経営陣が明確な経営理念を示し、本部は営業店を通じて顧客本位の営業を進め、そ

れと共に金融庁や取引先顧客の間で対話を行ったり、顧客の声を吸い上げるなど、ＰＤＣＡ

を進めることによって、金融機関の将来にわたる健全性の確保や、金融仲介機能の十分な発

揮につなげていただきたいということです。 

 金融庁は、今事務年度のキーワードである「心理的安全性」を確保しながら、地域金融機

関の各階層（経営トップから役員、本部職員、支店長、営業職員）や社外取締役とフラット

な関係で本音が言い合える対話を実施したいと考えています。 

（４）地域経済エコシステムの推進 

 金融庁自身も金融育成庁として、地域課題解決の取組みを支援するという意味で、いくつ

か取り組んでいることがあります。 
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まず、平成３０事務年度に金融庁内の若手職員が立ち上げた地域課題解決支援チームのメン

バーが、地域課題のある現場に飛び込んで、地方と中央、官と民の結節点となって地域課題

を解決するため、施策の共同企画・実施を行っていく取組みを進めています。令和元事務年

度は、それらを横断的に支援する地域課題解決支援室を創設して、それぞれの支援チームの

活動やノウハウ、情報を組織として蓄積し、横展開できるような取組みも行っています。 

 また、地域生産性向上支援チームは、昨事務年度、特に東北地方で地域企業の現状や産業

構造等を知らないと、地域金融機関が果たすべき役割も見えてきませんので、できれば地域

の産業連関表などのようなものが作れないかという大きな野心を抱いて、地域企業の現状や

産業構造等に関する幅広い情報収集や関係構築を試みたところです。 

 さらに、地域課題解決支援チームの活動として、地方創生に関心のある公務員と金融マン

との交流会であり、コミュニティの形成支援を行う「ちいきん会」を発足させています。具

体的には、福島地域における課題として、首都圏の販路開拓等に詳しい人がいないというこ

とが分かりましたので、「新現役交流会２・０」を立ち上げて、例えば、地域の中小企業の経営

課題解決のためにアドバイスする人材とか、パートタイムで活動を手助けする人材を見つけ

るために、令和元年１１月２８日に交流会を開催しました。また、「ちいきん会 熊本ダイアロ

グ」では、起業・創業支援をするような枠組みを作りたいということで、地域課題への対応

策を提案するために公的な会議（がんばろう！くまもと経営支援ネットワーク連携会議）を

開催しました。 

（５）金融仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート 

 金融育成庁としての、地域金融機関の企業支援機能の向上と、これを通じた地域経済への

貢献のための直近１年間の取組みを、「金融仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート」と

して整理・公表しています。 

 先ほども一部を紹介しましたが、平成２７年度から企業アンケートを実施しており、今まで

の取組みが企業側にどのように届いているかについて、忌憚のない意見を聞かせていただき

ました。総論として言えば、取引金融機関は自社の経営課題について話を聞いてくれるとい

う回答が多かったものの、企業支援等に関する厳しい意見も聞かれました。例えば、「支援実

績件数を稼ぎやすい企業ばかりに注力して、企業支援活動がノルマ化しているのではない

か」、「困ったときには税理士等に相談して対応策が固まってから、金融機関に金利や借入条

件の交渉を行うので、金融機関は相談相手ではなく、交渉相手と考えている」、「業務改善計

画の策定時に経費削減ばかり提案してくるので、返済原資の確保のためだけに使われている

のではないか」という声があったり、「創業支援について相談窓口等を設置しているが、自ら

情報を拾いに行くという印象はない」 

といった意見が聞かれました。 

（６）地域金融機関の持続可能なビジネスモデルの構築に向けたパッケージ策 

①地域銀行における競争政策のあり方 
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  地域銀行による地域におけるインフラ的サービスの維持と地域経済・産業の再生を図る

ため、「成長戦略実行計画」に基づき、独占禁止法の適用除外に係る特例法の制定に向け関

係省庁として協力していきます。これは、長崎県における地域銀行の経営統合に端を発し

た貸出シェアの問題ですが、独占禁止法の適用除外を認める特例法を次期通常国会に提出

する方向で進んでいます。 

 ②地域金融機関の業務範囲に係る規制緩和等 

  金融機関が一般事業会社の議決権の５％を超えて保有することは禁じられています

（５％ルール）が、地域企業の生産性向上等に向けた金融機関の取組みをサポートするた

め、地域活性化や事業承継等を円滑に実施するための議決権保有制限の緩和や、地域商社

への５％超の出資を可能にするなどの業務範囲に関する規制緩和等を実施しました。 

  また、金融機関の人材配置について、一定の職務に長く在籍すると、いろいろ不祥事が

起こりやすいということで、当局としては、これまで人事ローテーションや職場離脱制度

等を適切に実施することを求めてきています。しかし、これが顧客本位の業務運営の観点

からはむしろマイナスになる側面もあるのではないかという意見もあります。確かに、コ

ンプライアンスやリスク管理の手法は人事ローテーションを回す以外にも方法があります

ので、金融機関が人材育成や良質な顧客向けサービスの提供に取り組みやすくするため、

人事ローテーション等に関する監督指針の規定の見直しを行ったところです。 

  さらに、ダブルギアリング規制については、金融機関が他の金融機関に出資を行うと、

金融システム全体としての基盤の強靭性が強くならないにも拘わらず、見かけ上は自己資

本比率が高く見えることから、自己資本比率規制上は出資元の自己資本から控除すること

になっています。しかしながら、持続可能な収益性や将来にわたる健全性に課題がある先

への出資等についても、地域の金融仲介機能の継続的な発揮に資する一定の出資等につい

ては、特例承認の対象とすべく告示等の改正を行うこととしています。 

 ③経営者保証に関するガイドライン 

  「経営者保証に関するガイドライン」の活用状況を見ると、新規融資に占める経営者保

証に依存しない融資の割合は全体としては上昇しており、その割合が５０％を超えている金

融機関もあります。一方、事業承継の際に、新旧両方の経営者から個人保証を取る慣行が

一部の金融機関に依然として残っており（いわゆる二重徴求が１８・６％）、これを無くすべ

くＫＰＩを設定して取り組んでいきたいと考えています。 

  なお、地域銀行に対する「経営者保証に関するガイドライン」のアンケート調査では、

ガイドラインの活用を促進させることでのデメリットを聞いています。要は、「経営者保証

の二重徴求を取らなければどういうことに繋がりますか」との質問に対し、経営者の規律

付けの低下を懸念する意見が５２％ある一方、取引先企業の財務内容の悪化に繋がることを

懸念する意見は２％しかありませんでした。まさに、財務内容の悪化に繋がることを懸念

して二重徴求しているというよりは、経営者の規律付けの低下を懸念して徴求しているこ

とが見て取れます。 
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他方で、令和２年４月からは、第三者保証の利用が制限される改正民法の施行が控えて

いますので、前倒しの対応が求められますが、「経営に関与していない旧経営者からの保証

徴求を避けるための対策を実施しているか」を聞いたところ、「問題意識はあるが、まだ実

施できていない」と答えた地域銀行が５３％と過半数を占めています。従って、この点は、

金融庁としても金融機関との対話を続けながら対応を検討していきたいと考えています。 

 ④将来にわたる規律付け・インセンティブ付与 

  預金保険料は対象金融機関の預金量に同一の預金保険料率を乗じて算出されますが、財

務等の健全性が高い金融機関については保険料率が低く、逆の場合は保険料率が高いとい

う可変料率も考えられます。ただ、前回の金融危機の際に預金保険法の大改正を行って、

制度上は可変料率の導入が可能ということになっていますが、当時の金融環境を考えます

と、いろいろな風評が立って金融システムの安定を欠くことになってはいけないというこ

とで導入が見送られました。 

  令和元事務年度「金融行政の実践と方針」において、地域金融機関の将来にわたる健全

性を確保するための規律付け・インセンティブ付与としての機能も視野に入れ、現行制度

を前提としつつ、預金保険料率のあり方の方向性について、関係者による検討を進めてい

くこととしています。 

 ⑤地域金融機関のガバナンス機能の向上 

  金融機関と当局の双方が共通の課題認識を持って、その解決に向けてより一層具体的か

つ深度ある対話を行い、金融機関内での自発的な議論が活発に行われるよう、いわば地域

金融機関版のコーポレートガバナンス・コードに近いような、金融機関の経営・ガバナン

スの改善に資する主要論点（コア・イシュー）を策定し、それを基に対話をしていきたい

と考えています。 

 ⑥持続可能なビジネスモデルに関する探究型対話の実践 

  当局としても、地域金融機関を巡る環境が厳しいことは承知していますが、「あれができ

ていない」とか「これをしなさい」といった上から目線で言うのではなく、同じ目線に立

って問題認識を共有して、一緒に気づきを求めていくという探究型の対話を実施したいと

思っています。それを行うためには、繰り返しになりますが、「心理的安全性」を確保する

ことが極めて重要だと考えています。 

四、多様なニーズに応じた金融サービスの向上 

  ～最終受益者の資産形成に資する資金の好循環の実現～ 

（１）家計金融資産の現状  

 最終受益者である家計に企業価値の向上と収益の果実がもたらされるよう、インベストメ

ント・チェーンの各参加者が求められる役割を果たしていくことが必要と考えています。 
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現在、我が国の家計金融資産は１,８３０兆円あるわけですが、まずは家計が金融・情報リテ

ラシーを得たうえで、販売業者を通じて投資信託や保険商品等の金融商品を買うことになり

ます。そして、アセットオーナーである企業年金基金等の資金と一緒になって、資産運用業

者によって運用されますが、その運用の主体は金融・資本市場を通じて行われて、最終的に

は果実の源泉である企業に投資をされることになります。 

このように資金が循環しているわけですが、それぞれのところについて、しっかりと取組

みを進めていきたいと思っています。例えば、家計であれば金融経済教育の実施、販売会社

であれば顧客本位の業務運営、資産運用業であれば資産運用業の高度化、金融・資本市場の

機能については総合取引所の実現や証券市場構造の見直し、コーポレートガバナンス改革に

ついてはスチュワードシップ・コードの改訂、などの取組みを進めていくということです。

こうしたことで、国民の富のより効果的な蓄積を図っていきたいと考えています。 

家計金融資産の日米比較を見てみると、我が国の家計金融資産は米国の５分の１程度で、

米国に比べ現預金の比率が大きいことが目を引きます。我が国の現預金比率が５４％であるの

に対し、米国は１３％に過ぎません。他方で、株式や投資信託については、我が国の１７％に対

し、米国は４３％となっています。また、米国の家計金融資産の増え方が我が国に比べて大き

いのも特徴の一つですが、我が国の場合は低金利が続いている中で多くの割合が現預金に預

けられていますので、増え方が小さいのは当たり前のことかもしれません。 

（２）金融・情報リテラシーの向上 

 金融庁では、家計に対する様々な取組みを行っており、「金融・情報リテラシーの向上」

ということで、金融庁の職員が学校に出向いて授業を行い、これまで約１５０校、延べ受講者

１万人に対して金融教育を実施しています。また、中学と高校の学習指導要領の改定に際し

て、金融経済教育の分野が拡充されることになりましたので、実践的な教材や副教材の作

成・展開とか、大学の教員養成課程へ講師派遣を行って講義をするような取組みを進めてい

ます。さらに、金融リテラシーの向上の取組みに力を入れている職場からの要請に対して、

出張授業やセミナーなどで効果的な取組みを行っているところです。 

（３）ＮＩＳＡの現状と改正 

①ＮＩＳＡの口座数と買付額 

二つ目の柱が、家計の安定的な資産形成を促進する観点から、ＮＩＳＡという課税上の

優遇措置を講じた制度を導入しています。一般ＮＩＳＡが２０１５年に、つみたてＮＩＳＡが

２０１７年にそれぞれ導入されていますが、ＮＩＳＡ（一般・つみたて）の利用者口座数は１３

００万口座強（２０１９年６月末）に上っており、日本の成人人口の１２％を超えるところまで

増えてきています。このような税制優遇制度は、富裕層を優遇しているのではないかと批

判されることも多いわけですが、資産形成のために投資の必要性を感じる人の割合を見て

みると、何も富裕層に限らず、年収が２００万円とか４００万円の世帯でも必要性を感じている

割合が高いので、こういう人たちに分かりやすい形で投資の経験をしてもらうことは重要

であると考えています。 
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２０１９年９月末時点のＮＩＳＡの口座数と買付額を見てみると、総口座数が１,３４０万口座

で総買付額が１７兆６,０６７億円、そのうち、つみたてＮＩＳＡの口座数が１７０万口座で買付

額が２３３６億円と順調に伸ばしています。また、世代別比較を見てみると、つみたてＮＩＳ

Ａでは２０代から４０代の世代で７割を占め、このうち２０代と４０代の割合が徐々に増加して

いますので、まさに若い資産形成層を世代が投資の一歩を踏み出すことに使われているこ

とが見て取れます。他方、一般ＮＩＳＡでは５０代以上の年代で７割を占めていますので、

しっかりと役割分担がされていると思われます。 

②ＮＩＳＡに関する税制改正要望 

  現行のＮＩＳＡ制度ですが、一般ＮＩＳＡもしくはつみたてＮＩＳＡのいずれかを選択

できることになっており、一般ＮＩＳＡについては、年間の投資額上限額は毎年１２０万

円、非課税期間５年ということで６００万円の枠が設けられ、また、つみたてＮＩＳＡにつ

いては、年間の投資額上限額は毎年４０万円、非課税期間２０年ということで８００万円の枠が

設けられています。 

そうした中で、令和２年度税制改正の要望を出しました。例えば、現行のつみたてＮＩ

ＳＡであれば、投資可能期間が令和１９年（２０３７年）までとなっていますので、令和２年に

口座開設して始めると、本来非課税の投資期間が２０年間あるはずなのに、１７年間しか積み

立てることができません。従って、この投資可能期間を延長して２０年のつみたて投資期

間を確保して欲しいと要望しました。また、一般ＮＩＳＡについても、投資可能期間が令

和５年（２０２３年）までとなっており、来年から始める投資家にとっては４年間しか投資を

行うことができませんので、できれば恒久化もしくは少なくても一定の期間の延長を要望

しました。結果的には、令和元年１２月２０日に税制改正大綱が閣議決定され、つみたてＮＩ

ＳＡについては現行制度を温存したまま投資可能期間を５年延長、一般ＮＩＳＡについて

は新しい制度に衣替えしたうえで投資可能期間を５年延長という措置がなされました。 

③ＮＩＳＡの改正内容 

新しい一般ＮＩＳＡは、令和６年（２０２４年）以降、１階部分と２階部分を作り、できる

だけ幅広い国民に積立投資を経験してもらうため、原則として、２階の非課税枠を利用す

るためには、１階の積立投資が必要という２階建ての制度になっています。1階部分は商品

性等も含めてつみたてＮＩＳＡと同じであり、ノーロードで単純で分かりやすいパッシブ

投信を中心とした一定の商品に限られます。１階の年間投資上限額は年間２０万円、非課税

期間が５年ということで１００万円の枠があり、この１階の積立投資を行っている場合に

は、２階の年間投資上限額年間１０２万円、非課税期間５年ということで５１０万円の枠を使う

ことができます。 

  なお、例えば、６０代・７０代の世代でバブル経済の前から投資を行っていた方のよう

な投資家には、今さら投信で積立投資を行うことに抵抗があるという人もいると思います

ので、その場合は 1階の積立投資を行わなくても２階の年間１０２万円の枠だけで投資をす

ることも可能としています。ただし、その場合には、成長資金の供給拡大（特に長期保有
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の株主育成）の政策目的の観点から、より直接的に関係のある個別株（上場株式）のみに

投資する場合に限られ、この場合は投信への投資は不可という新しい制度に改正しまし

た。これも令和６年（２０２４年）から５年間という措置がなされました。 

（４）顧客本位の業務運営 

 ①「原則」の採択状況 

金融庁が三つ目の柱である「顧客本位の業務運営」をどのように進めているかというこ

とですが、２０１７年３月に「顧客本位の業務運営に関する原則」（以下、「原則」）を公表

し、この「原則」を金融機関等が採択するとともに、「取組方針」と「自主的なＫＰＩ」

の公表を促しています。そして、金融機関の取組みを比較可能とすべく「見える化」を進

め、それを顧客である国民や投資家に選択してもらい、より良い金融機関は選ばれてい

き、悪い事業者は淘汰されていきますので、市場原理を使って全体としての底上げを図っ

ていくという理念の下で、取組みを行っています。また、２０１８年６月に「投資信託の販売

会社における比較可能な共通ＫＰＩ」（以下、「共通ＫＰＩ」）の公表を促しており、金

融機関に顧客本位の良質な金融商品・サービスの提供を競い合わせる取組みも行っていま

す。 

  ただ、アンケート調査等を通じて確認していますが、「原則」の公表から２年が経過す

るも、それぞれの取組みにおいて課題が見られ、国民や金融機関への浸透・定着は道半ば

であるというのが金融庁としての評価です。 

  「原則」を採択している事業者数が１,７２９社あり、そのうち、「自主的なＫＰＩ」を設

定している事業者が８３６社しかないことから、「原則」を採択しているものの、「取組方

針」の「見える化」をしている事業者が実は半分にも満たないという状況になっていま

す。さらに、「共通ＫＰＩ」を設定している事業者に至っては３５７社に過ぎないという状

況です。 

  なお、「取組方針」に加え、具体的な施策やＫＰＩを時系列で公表したり、定期的に見

直しを行っている事例が見られる一方、「取組方針」について「原則」の文言を少し変え

た程度のものを公表するなど、実践スタンスが欠如している事例も見られました。また、

取組成果（「自主的なＫＰＩ」や「共通ＫＰＩ」）を未公表の事業者も多く、「原則」の

採択が目的化しているのではないかという懸念があります。 

②「定性面」のモニタリング結果 

  顧客本位の業務運営の浸透・定着状況について、金融機関に対して「定性面」のモニタ

リングを行った結果、これにも良い取組み例と悪い取組み例があり、総じて、役員・本部

は取組姿勢を強めているものの、投資信託等の販売会社間での深度にバラツキが認められ

たほか、営業店や個人ベースでも区々な状況が見られています。例えば、顧客アンケート

や従業員アンケートの実施に関する取組みでは、顧客アンケートを定期的に実施して、そ

の結果を業績評価に反映しているとか、従業員アンケートの結果により、販売が手数料率

の高い商品に偏らないよう業績評価上の手数料率を見直しているという好事例が見られま
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す。また、コンサルティングの充実の取組みに関して、販売員研修で幅広い専門的な知

識・スキルを身に付けさせたり、対面取引での提案プロセスにロボアドバイザーを導入

し、販売員間の提案水準にバラツキを小さくしている好事例がある一方、販売員の知識・

スキルに格差があったり、投資目的や資産構成等を勘案した分散投資提案を行う動きが徹

底されていないといった悪い事例も見られます。さらには、顧客への情報提供の充実に関

する取組みにおいて、販売時に類似商品（投資信託、債券、貯蓄性保険など）との比較情

報を一覧化した資料の提供や、貯蓄性保険の手数料を取扱商品一覧で比較開示し、お客様

に選択してもらっているという良い動きも認められています。 

③「定量面」のモニタリング結果 

顧客本位の業務運営の浸透・定着状況について、「定性面」のモニタリングに加えて

「定量面」のモニタリングも行っています。まず、投資信託の平均保有期間については、

総じて、各業態ともに長期化しています。回転売買に依存する営業姿勢に改善の兆しがあ

ると見ています。また、投資信託保有顧客数に占める積立投資信託を行っている顧客数の

割合は、右肩上がりで増加傾向にありますので、これについても積立投資手法が定着しつ

つあることが窺われると評価しています。さらに、投資信託の平均販売手数料率について

は、金融機関においては右肩下がりで低下傾向にありますので、販売手数料率の高いもの

をたくさん販売しているということではないことが窺えます。 

次に、投資信託の販売額・預り残高の推移を見てみると、足元で市場環境が不透明とな

っている中で、ネット系証券では残高が着実に増加していますが、販売額は減少していま

す。その他の金融機関については、販売額・預り残高ともに減少傾向にあります。逆に、

外貨建て一時払い保険の販売額が急激に増加しているのが注目されます。外貨建て一時払

い保険は、商品の仕組みが複雑で、中長期の為替リスクを内包していますし、元本割れリ

スクも抱えていますので、お客様に対して、販売時・販売後の十分な情報提供が欠かせな

い商品であると思っています。これが高齢者に販売されているケースもあるということな

ので、金融庁としても、今事務年度はこの点をしっかりモニタリングしていきたいと考え

ています。 

④金融庁・金融機関の取組みに係る顧客評価の実態把握 

先ほど、金融仲介機能の発揮に関する企業アンケート調査の結果について説明しました

が、顧客本位の業務運営についても「顧客意識調査」ということで、金融庁の金融機関に

対する取組みが、顧客に適切に届いているかを検証するために調査を行っています。一つ

はインターネット調査ですが、全国の２０歳以上の個人で、リスク性金融商品の購入等にあ

たり意思決定に関与する人を対象に調査を行いました。もう一つは、インターネットでの

回答が難しい全国の６０歳以上の高齢者については、郵送で調査を行いました。 

  「原則」に関する「取組方針」や「ＫＰＩ」を知っているかを聞いたところ、「知って

いる」または「聞いたことがある」と答えた顧客が全体の３割程度しかいませんでした。

また、「知っている」と答えた顧客のうち、金融商品購入に際し、「取組方針」や「ＫＰ
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Ｉ」を参考にしたことがある顧客は２割に留まっています。それでは、なぜ参考にしない

のか聞くと、「内容が難しくて分からない」という理由が多かったようです。 

  「顧客本位の業務運営」に取り組む金融機関を選ぶ場合、どのようなＫＰＩであれば参

考になりますかと聞いたところ、「金融商品を購入・保有しているお客様全体の損益状

況」とか、「販売額や預り残高の大きい商品のリスクや手数料、リターン」などを挙げて

おり、いずれも共通ＫＰＩに沿った項目であることから、共通ＫＰＩはお客様に有用だと

思われていることが分かります。一方、販売会社が自主的に公表しているＫＰＩに採用さ

れている、「提案できる商品の数」や「お客様向けセミナーの開催数」などは、顧客の関

心度が低いことが分かりました。 

  メインの金融機関を変えたことがあるかを聞いたところ、全体の７割が「変えたことは

ない」と答えています。一方、「変えたことがある」と答えた人に理由を聞くと、「担当

者の言うとおりに商品を購入し、損をしたから」とか「担当者が頻繁に変わってしまうか

ら」など、担当者の対応に関するものが多いことも分かりました。 

（５）「顧客本位の業務運営」の取組みの課題と今後の対応方針 

 金融機関がベスト・プラクティスを目指して顧客本位の良質な金融商品やサービスの提供

を競い合い、より良い取組みを行う金融機関が顧客から選択されるメカニズムを目指してき

ましたが、施策が届かないとか、施策が届いても投資に活用されないようなメカニズムもあ

るのではないかと考えています。 

 例えば、一つは、インターネットや新聞等で情報を得ていないとか、そもそも利用してい

ても金融情報に興味がないなど、施策が届かない顧客層が存在するのではないか。二つ目

は、施策に係る情報が入ってきても、その情報を活用して金融機関を変更することまでは積

極的に検討しない顧客層が存在するのではないかということです。先ほど、全体の 7割の人

がメイン金融機関を変えたことがないと説明しましたが、仮にメイン金融機関のＫＰＩが悪

いと分かったとしても、わざわざ馴染みのない証券会社に口座を開設して投資信託を買うか

というと、むしろ投資自体を止めてしまう顧客もいるのではないかという問題意識を持って

います。 

 こうした中で、金融庁では、引き続き家計の金融・情報リテラシーの向上を図っていくと

ともに、金融機関に対するモニタリングを強化して問題事例の把握に努めていきますが、こ

うした現状の下で金融機関の更なる「顧客本位の業務運営」を実効的に進めていくために

は、今後どのような対応が考えられるかといったことについて、現在、市場ワーキング・グ

ループにおいて議論を始めているところです。 

（６）海外の取組み 

①米国の「最善の利益規制」 

諸外国でも似たような取組みをしていますが、実はもう少し諸外国は強烈な取組みをし

ているのではないかという問題意識を持っていました。ここで、米国の「最善の利益規制

（Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎ Ｂｅｓｔ Ｉｎｔｅｒｅｓｔ）」の制定の背景について触れておきます。米国では、イン
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ベストメント・アドバイザーが顧客に投資のアドバイスをして、それを基にブローカー・

ディーラー（証券販売業者）を通じて取引をするという形態が一般的です。そのインベス

トメント・アドバイザーは顧客に対してフィデュシャリー・デューティーを負う一方で、

ブローカー・ディーラーがフィデュシャリー・デューティーを負わないのは、バランスを

失しているのではないかということで、ブローカー・ディーラーにもフィデュシャリー・

デューティーを課すべきではないかということが昔から言われていました。 

その後、紆余曲折があって、フィデュシャリー・デューティー基準を一本化して、ブロ

ーカー・ディーラーに課すことにはならなかったわけですが、ブローカー・ディーラーに

対する規制として、個人の顧客に証券等を推奨する際に、顧客の最善の利益のために行動

しなければならないことを定めた「最善の利益規制」を柱とする新規則が制定されまし

た。これについては、２０１８年４月に提案されて、２０１９年６月に最終規則として承認さ

れ、２０２０年６月までに完全実施することになっています。 

「最善の利益規制」の内容ですが、最善の利益義務として、ブローカー・ディーラー

は、証券取引等の推奨に際し、自らの経済的利益等を顧客の利益に優先させることなく、

推奨時点で顧客の最善の利益となるよう行動するとあります。ではその最善の利益義務は

どうしたら果たしたことになるのかというと、㋑開示義務、㋺注意義務、㋩利益相反回避

義務、㊁法令遵守義務の４つの義務をすべて履行した場合に遵守されるとされています。

具体的には、開示義務として、重要な手数料やコストとか、利益相反に関するすべての重

要な事実を公表することを定めています。注意義務として、顧客の投資プロファイルを把

握して、一連の取引が全体として過度ではなく、顧客の最善の利益となることを定めてい

ます。利益相反回避義務として特に注目されるのが、限定された期間内で、特定の証券ま

たは特定の種類の証券の販売に基づく販売競争、販売ノルマ、ボーナス、現金以外の報酬

を特定した上で排除することとされ、要はノルマ営業の排除を法律で定めていることに特

徴があります。法令遵守義務として、本規則の遵守のために合理的に設計された方針や手

続きを策定し、維持、実施することを定めています。 

②ＥＵの第二次金融商品市場指令Ⅱ（ＭｉＦＩＤⅡ） 

  この第二次金融商品市場指令Ⅱというのは、ＥＵ域内の資本市場・投資サービスに係る

基本法ですが、世界的にも非常に厳しい規制として有名で、ヨーロッパの金融機関の大き

な産業構造を変えるような破壊力を持っていると言われています。規制内容としては、㋑

誠実公正義務・注意義務、㋺利益相反の回避、㋩開示義務、㊁適合性の原則が記載されて

います。この中でも、利益相反の回避として注目されるのが、顧客の最善の利益のために

行動する義務に反する従業員報酬、業績評価禁止、特定の商品を推奨するインセンティブ

を与える報酬体系や販売目標の設定禁止、顧客以外の第三者からの金銭等の受領禁止を定

めており、要はノルマ営業やキックバックの排除が法律で定められています。 

③不適切事例の要因に関する規制等の海外との比較 
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  不適切事例の要因と考えられる事項の一つとして、繰り返しになりますが、特定の種類

の商品についての不当な販売競争やノルマ等の設定があります。ノルマ営業の禁止につい

ては、日本では利益相反管理態勢の整備を法令で求めていますが、海外ではノルマ営業の

禁止そのものが法令等に明確に記載されています。現在、市場ワーキング・グループでの

議論においては、不適切事例の要因と考えられる事項に対して、日本の取組方法が今のま

までよいのだろうかということが論点として掲げられています。 

今後の取組方法として、次の３つが考えられるとしています。Ⓐ法令や監督指針を見直

すことにより、遵守すべき最低基準（ミニマム・スタンダード）を明確化する。例えば、

日本にも誠実公正義務などが定められていますが、より具体的にノルマ営業禁止をミニマ

ム・スタンダードとして明確化することが考えられます。Ⓑ「原則」を改訂し、こうした

ノルマ営業禁止について留意事項として記載した上で、金融事業者自らの主体的な創意工

夫を促すとともに、金融機関との対話を実施する。ⓒ対応策に応じて、ⓐⒷの二つを組み

合わせる。今後、具体的にどうすべきか、議論が深まっていくことと思います。

五、終わりに 

 最後に、資産運用業の高度化について一言触れさせて頂きたいと思います。資産運用業の

高度化は、資本市場の活性化や国民の安定的な資産形成を実現させる上で重要なことから、

昨事務年度から取り組んできています。世界的には資産運用業の規模は大きく、それなりに

存在感を持っているような事業者が多いのですが、日本は、いつの間にかそういう流れから

大きく取り残されている気がします。ただ、資産運用業はまさに、富を作り出していく産業

ですから、中長期的に良好な運用成果を上げ、顧客に利益を提供することにより、win-win

の形で国民の資産形成に大きく寄与していくことが期待されます。 

 金融庁としては、３つの経営課題を認識し、資産運用業者の取組みについて、その進捗や

実態を検証することとしています。具体的には、①グローバル運用体制の強化、②ファンド

マネージャーをはじめとした人材育成・確保、③ＦｉｎＴｅｃｈの進展等を念頭においたイ

ンフラの革新（投資）のあり方、などについて問題意識を持って対応していきたいと思って

います。現在は、主に外資系運用会社の経営課題に関する実態調査を行っており、それを基

に頭の整理が終わった段階で、日本の大手運用会社と対話をしていきたいと考えています。 

（令和元年１２月２３日開催の東京事務所定例研究会講演録） 


